
１　重要な会計方針

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・償却原価法によっている。

(2)　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・定額法によっている。

無形固定資産・・・定額法によっている。

リース資産・・・リース期間を耐用年数とし、残存期間を零とする定額法によっている。

(3)　引当金の計上基準

賞与引当金・・・・賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上している。

退職給付引当金・・・・期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

(4)　リース取引の処理方法

(5)　消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は税込方式により行っている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

－

　　記念事業引当資産

　「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会公表）によっている。

(64,045,200)

(36,471,851)

(883,985)

(43,518,843)

(13,037,369)

(93,912,048)

(64,045,200)

－

(121,902,048)

12,063,765

－

(32,000,000) (27,990,000)

－

－

(16,079,700)

－

(47,965,500)

43,518,843

－

883,985

（うち負債に対応
する額)

（うち一般正味財
産からの充当額)

（うち指定正味財
産からの充当額)

191,160

－

9,851,160

9,857,256

当期増加額

157,957,248

217,947,248

当期減少額

9,660,000

0

0

59,990,000

0

当期末残高

47,965,500

36,471,851

16,079,700

10,398,750

824,790

880,060

836,300

前期末残高

47,226,750

59,990,000

6,025,108

43,518,843

217,947,248

36,471,851

－

－

47,965,500

883,985

43,518,843

13,037,369

－157,957,248

16,079,700

215,734,643

59,990,000

科　　目

小　　計

35,647,061

15,243,400

当期末残高

13,037,369

0

155,744,643

6,096 6,096

3,925

0

13,228,529 0

　　減価償却引当資産

12,069,861

－－

－－

小　　計

科　　目

基本財産

　　事業運営引当資産

　　ソフトウエア引当資産

合　　計

特定資産

　　永年在会給付事業引当資産

小　　計

　　記念事業引当資産

　　減価償却引当資産

特定資産

小　　計

(32,000,000)合　　計

　　ソフトウエア引当資産

　　事業運営引当資産

　　永年在会給付事業引当資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引・・・リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常の売買取引にかかる方法に準じた会計処理によっている。

財務諸表に対する注記

　　退職給付引当資産

　　退職給付引当資産

－

0 6,096 6,019,012　　現金預金

　　投資有価証券 53,964,892 6,096 0 53,970,988

永年在会給付事業引当金・・・・在会期間に応じて発生した給付金見込額に会員数を乗じて得た額を計上している。

　　現金預金 (3,990,000)(2,029,012)6,019,012

　　投資有価証券 －(24,000,000)(29,970,988)53,970,988
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４　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

満期保有目的債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

５　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

６　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

７　重要な後発事象

該当なし

2,651,000

交付者

2,000,000

前期末

29,970,988

－

－

0

0

10,013,600

23,908,800

16,514

当期

77,078,940

31,149,000

10,001,000 18,141

評価損益

2,651,000

1,178,012

△91,200

残高

55,226,578

6,540

  基本財産運用益の振替額

9,982,859

0

24,000,000

9,997,086

　堺市公募公債5年

55,226,578堺 市

(一財)大阪労働協会 0

75,950,933

帳簿価格 時価

216,296

金　　額

216,296

の記載区分減少額
補助金
 公益財団法人堺市勤労者
 福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ補助金

民間助成金
 健康管理事業費補助金

　大阪府公募公債5年

　28年度4回広島市公募公債

－

当期末

57,877,578 0

貸借対照表上

合　　計

当期

増加額

経常収益への振替額

基本財産

内　　容

0 57,877,578合　　計

2,006,540

（注）堺市公募公債平成24年度第3回（5年）17,000,000円及び大阪市みおつくし債平成25年度第1回（5年）15,000,000
円は、市場価格がなく、かつ将来のキャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難
と認められるため、「満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益」の開示から除外しておりま
す。

1,128,007

残高

合　　計

補助金等の名称

　326回利付国庫債券（10年）

　424回大阪府公募公債

特定資産

科　目
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